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厚生労働科学研究費補助金 （食品の安全確保推進研究事業） 

総合分担報告書 （令和 5～7 年度） 

 

国内の食肉輸出施設の監視指導検査員の研修プログラムの充実 

研究分担者 吉冨 真理 国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 

研究要旨 

本研究では、輸出食肉認定施設における指名検査員の研修の現状を把握し、効果的な研修

教材および研修プログラムの整備を目的として調査・検討を行った。国内の輸出食肉認定施設

を管轄する食肉衛生検査所を対象としたアンケートおよびインタビュー調査の結果、研修は主に

OJT を中心に実施されている一方、教材や評価方法にばらつきがあり、体系的な知識・技術の

習得が困難であることが明らかとなった。これを踏まえ、輸出食肉認定施設における検査実施要

領に基づき、と畜検査、HACCP、指名検査員による検証等を対象とした動画教材およびオンデ

マンド教材を作成し、海外規制官庁の法令等を参考資料として整理したうえで、検査実施要領

を踏まえた新任指名検査員向け研修プログラム案を作成した。さらに、作成教材を用いた基礎

研修の試行を通じて理解度の向上が確認され、教材の有効性が示唆された。以上より、本研究

で整備した教材および研修プログラム案は、新任指名検査員研修の標準化および質の向上に

資する基礎的資料となると考えられた。 

研究協力者： 

北山 友子（北海道帯広食肉衛生検査

所） 

久松 暢子（岩手県食肉衛生検査所） 

山崎 昭子（群馬県食肉衛生検査所） 

三浦 理恵子、大塚 衣映、赤松 玲子

（栃木県食肉衛生検査所） 

坂下 幸久、塚本 真由美（岐阜県飛騨

食肉衛生検査所） 

川見 明日香（京都市衛生環境研究所食

肉衛生部門） 

今井 真司、安達 恵、高澤 木綿子（姫

路市食肉衛生検査センター） 

角谷 玲雄（大分県食肉衛生検査所） 

松本 一俊（熊本県食肉衛生検査所） 

津江 友紀（宮崎県都農食肉衛生検査

所） 

指宿 明星（宮崎県高崎食肉衛生検査

所） 

西屋 秀樹（鹿児島県阿久根食肉衛生検

査所） 

中島 靖剛（スターゼンミートプロセッ

サー株式会社 品質管理部） 

森田 幸雄（麻布大学） 

廣瀬 昌平（国立医薬品食品衛生研究所） 

山崎 栄樹（国立医薬品食品衛生研究所） 

 

Ａ．研究目的 

アメリカ合衆国及びまたは EU 等輸出

食肉認定施設（以下、輸出食肉認定施設）

を管轄する食肉衛生検査所（以下、検査所）

の指名検査員に対し、アメリカ合衆国向け

輸出食肉の取扱要綱及び英国、欧州連合、

スイス、リヒテンシュタイン及びノルウェ
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ー向け輸出食肉の取扱要綱（以下、対米・

EU 要綱）において、「厚生労働省及び都道

府県等が定期的に研修を行い、本要綱に基

づく検査等の業務の実施に必要な知識等

を修得させること」が規定されている。輸

出食肉認定施設における指名検査員の業

務は、輸出食肉認定施設における検査実施

要領（以下、検査実施要領）に基づき実施

することとなっており、同要領の IV 指名

検査員の検査等業務に係るパフォーマン

ス評価実施要領において、指名検査員の検

査等の業務について、個々の検査員がこれ

らを適正に実施していることの評価（パフ

ォーマンス評価）を定期的に行い、必要に

応じて検査員に対する指導・研修を行うこ

ととされ、評価者は、評価の結果や指導・

研修の内容等を記録し、被評価者毎に研修

等の受講記録と併せて保管することされ

ている。 

指名検査員の検査等の業務に必要な知

識・技術を習得するためには、体系づけら

れた研修による学習が望ましい（「体系づ

けられた研修」とは、研修の目的及び到達

目標を明確にしたうえで、基礎から実務に

至るまでの学習内容を段階的に整理し、研

修内容、実施方法及び使用教材を計画的に

構成した一連の研修を指す。）。しかしなが

ら、指名検査員の研修においては、このよ

うな研修体系を構成する基礎的な知識・技

術や教材の整理が十分になされていない

のが現状である。 

本研究では、体系づけられた研修の前提

となる基礎的な知識及び技術を整理する

とともに、新任指名検査員が効率的に習得

できる教材を作成し、今後の研修体系化に

資する基礎資料を整備することとした。 

具体的には、検査所にアンケート及びイ

ンタビュー調査を行い、指名検査員の研修

の課題を整理した。また、指名検査員の研

修教材の参考とするために、アメリカ合衆

国農務省食品検査局（以下、FSIS）の公衆

衛生獣医師及び検査官向けトレーニング

の資料の概要を確認した。 

 これらを踏まえ、新任指名検査員

が、業務遂行に必要な知識及び技術を

効率的に習得できる研修教材及び業務

参考資料を作成した。加えて、作成し

た教材の一部を活用した基礎研修を試

行し、その有効性を検証するととも

に、新任指名検査員向け研修プログラ

ム案を作成した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．指名検査員の研修に関する調査 

 令和５年８月～令和６年３月に、国

内の 15 か所の輸出食肉施設を管轄する

検査所がある自治体を通じて、書面ア

ンケートを送付し、11 検査所より回答

を得た。そのうち、協力を得られた 9

検査所の研修責任者または研修担当者

に半構造化インタビューを実施した。

調査項目及び分析方法の詳細について

は令和５年分担研究報告書を参照され 

たい。 

 倫理面への配慮として、本調査は国

立保健医療科学院の人を対象とする生

命科学・医学系研究に関する倫理指針

の承認（承認番号：NIPH―IBRA＃

23009）を受けて実施した。対象者には

研究の目的、方法、内容等を説明し、

研究協力および同意撤回の自由、個人

情報の保護等について説明し、書面で
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の同意を得た。 

 

２．研修教材 

 新任指名検査員を対象とし、検査実 

施要領の検査の知識・技術を習得する 

ための研修教材として、動画を利用し 

た以下の教材を作成した。 

・と畜検査 

・HACCP の基礎的な講義のオンデマン

ド教材 

・加熱食肉製品及びと畜・解体工程の

HACCP 演習で用いる教材 

 ・と畜・解体工程及び食肉処理工程

の検証 

 ・腸管出血性大腸菌（STEC）の検査

手技 

 

３．参考資料 

3.1． 輸出先国等の食肉の衛生管理の

法令及び研修資料 

教材及び検査業務の参考資料の作成の

ために、以下の公開資料を確認し、仮訳した。 

・国際連合食糧農業機関（FAO）：Good 

Hygiene Practices (GHP) and HACCP 

Toolbox for Food Safety （以下、「 FAO 

Toolbox」という。）  

・動物性食品に係る米国連邦規則：９CFR 

・FSIS Directives：公衆衛生獣医師及び検

査官向け指令 

・FSIS 公衆衛生獣医師及び検査官向けト

レーニングシリーズ：Inspection Methods 1800 

3.2 妥当性確認及び検証の参考資料 

と畜・解体工程の HACCP に基づく衛生管

理の妥当性確認または検証に関する国内外

の論文等の情報収集を行った。 

また、スチームバキューム（SV）処理に

よる牛肉の E. coli 削減の妥当性確認試験

として、国内で処理された牛ブロック肉

（筋膜未除去）を用い、E. coli K12 株を接

種後、SV により 0～5 回処理後、大腸菌数

の変化を培養試験と統計解析により評価

した。 

 

４．教材を用いた研修の検証 

２．の教材を用いて、令和８年１～３月に、

2 か所の検査所で検査実施要領の米国等向

け輸出食肉に係る指名検査員検証の基礎

研修（以下、基礎研修）を実施し、教材の効

果を検証した。実施計画の詳細については

令和７年分担研究報告書を参照されたい。 

 

５．研修プログラム案の作成 

 ２．及び３．の教材・参考資料を用いた新規

着任者向け研修の内容と実施時期について

検討した。 

 

C.結果 

１．指名検査員の研修に関する調査 

1.1 検査所の研修実態 

インタビュー調査を実施した９検査所

において、指名検査員を含む職員への研修

について、検査所内の研修の規程文書及び

研修計画を作成していた検査所は５か所

であった。研修責任者が規定または認識さ

れていた検査所は 6 か所であった。 

検査実施要領のと畜検査及び検証に関

する研修について、11 検査所すべてで対

米・EU 要綱に基づく検査の習得を目的と

して、研修を実施していた。研修資料は「検

査所作成の業務マニュアル」、「対米・EU

要綱」、及び「検査実施要領」の他、各検

査所で異なっていた。 
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研修方法は、座学（講義）を 1～2 日間

のうちに行い、その後、１～数か月間、講

師担当職員と OJT を実施し、評価者の確

認により一人でできるようになったと評

価されていた。講師担当職員は９検査所に

おいて、「検査１～２年以上の経験者数名

で分担」していた。 

 研修の評価者及び評価方法は各検査

所で異なっていた。 

 研修の規程、内容、方法及び評価の

詳細については令和 5 年度分担報告書

を参照されたい。 

1.2 指名検査員研修の教材、仕組み等

への要望について 

 望ましい教材形式は、「新任者が一人

で受講できる e-ラーニング教材」、「理

解度テストがついている教材」が挙げ

られた。その内容は、「対米・EU 要綱

の各項目に関する研修」、「海外規制官

庁の法令・規則等の翻訳（解説付

き）」、「動物福祉」、「ISO17025 に基づ

く試験の管理」、「HACCP」、「検査実施

要領に基づくと畜検査」「（国内の）関

係法令」「研修のためのガイドブック」

が挙げられた。 

望ましい仕組みとして、「検査所間の意

見交換・情報共有」、「海外規制庁のオンラ

イン研修受講」、「グループワークと組み合

わせた研修」等が挙げられた。 

厚生労働省が主催する研修について、現

在、1 年に 1 回程度の頻度で、1 日間が実

施されているが、内容の要望として、「地

方厚生局の指摘事項を例にしたグループ

ワーク演習」、「輸出食肉施設を見学し、グ

ループワーク演習及び意見交換」、「輸出先

国の規制や微生物検査手順」、「STEC 検査

や残留物質等モニタリング陽性時の対応

についてのシミュレーション」が挙げられ

た。 

 その他、「指名検査員に必要なすべて

の研修」、「基礎的な導入研修」が挙げ

られた。 

 指名検査員研修の教材、仕組み等へ

の要望の詳細については令和 5 年度分

担報告書を参照されたい。 

 

２．研修教材 

と畜検査、と畜・解体工程と食肉処理工

程の検証について、経験豊富な指名検査員

が実施する様子を撮影した動画に、字幕で

検査実施要領の項目及び内容をつけ、必要

に応じて説明画像を挿入した。同様にして、

STEC 検査について、研究班員の検査手技

を撮影し、字幕を付けた。 

HACCP の基礎的な講義のオンデマンド

教材は、受講の際に短時間でも確認しやす

いように、章ごとに分けた。講義の説明は、

音声 AI を用いたため、音声に沿った文章の

表示や、アンダーラインまたは文字の色を変

える等により強調した。 

HACCP 演習で用いる教材は、厚生労働

省の HACCP モデル及び手引書を参考に、

加熱食肉製品及びと殺・解体工程の演習用

動画と、工程説明、フローダイアグラム及び

製品説明書等の資料を作成した。 

 研修教材の詳細は令和６及び７年度分

担報告書を参考にされたい。 

 

３．参考資料 

3.1 輸出先国等の食肉の衛生管理の法令

及び研修資料 

2023 年に公開された FAO Toolbox は、
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Codex 食品衛生の一般原則が解説されて

おり、GHP 及び HACCP の知識を提供す

るために作成されていることから、仮訳し

た。 

９CFR 及び FSIS Directives のうち、と畜

検査及び HACCP 規則関連について確認

し、仮訳し、背景等の情報が必要な部分に

ついては注釈を加えた。（令和７年度分担

報告書表２）。また、用語集を作成した。 

IM1800 は FSIS の新規採用の獣医師及

び検査官が受講する、FSIS が管轄する食

品製造施設の検査検証業務に必要な基本

的知識を身に付けるためのトレーニング

コースである。公開されている 50 以上の

研修資料のうち、指名検査員の業務に関連

すると考えられる 23 の資料を一覧にまと

めた（令和 5 年度分担報告書表 6）。 

また、2023 年に FSIS が主催した各国政

府担 当者向けオンラインセミナー 

（Virtual Food Safety and Inspection Seminar）

の動画に、講師の説明を仮訳し字幕を付し

た。（令和６年度分担報告書図５） 

3.2 妥当性確認及び検証の参考資料 

と畜・解体工程の HACCP に基づく衛生管

理の妥当性確認の科学的根拠、または検証

の参考に資する公表論文等を確認し、概要

を作成した（令和７年度分担報告書表３）。 

また、E. coli K12 株接種牛肉を用い、SV

処理 0～5 回による菌数変化について 2 回

の試験で比較した試験では、2 試験とも処

理回数の増加に伴い菌数は減少したが、特

に 1～2 回処理で約 1～2 log cfu/25 ㎠の有

意な低減が確認された。 

本試験の詳細は令和５年度分担報告書を

参考にされたい。 

 

４．教材を用いた研修の検証 

基礎研修を実施し、２．の教材及び研修

の効果を検証した。 

 研修参加者は 10 名で、内８名は基礎

研修の受講経験があり、食肉衛生検査

の経験年数は１～4 年であった。 

HACCP のオンデマンド教材は、１～２

回視聴され、教材の満足度は 5 段階評価で

平均 3.5 であった。 

HACCP７原則の理解度の変化について、

研修受講前の自分の知識を１として、オン

デマンド教材視聴後と演習受講後の各理

解度を 5 段階で自己評価してもらった。そ

の結果、オンデマンド教材視聴後および演

習終了後の自己評価による理解度は、それ

ぞれ平均 2.3、3.4 で、段階的な向上が認め

られた。 

研修の検証の詳細は令和７年度分担報

告書を参考にされたい。 

 

５．新任指名検査員向け研修プログラ

ム案の作成 

 検査実施要領の「Ⅳ 指名検査員の検

査等業務に係るパフォーマンス評価実

施要領」の評価項目に基づき、業務遂

行に必要な知識・技術等、２．の教材

及び３．の参考資料を利用した研修

例、及び各研修の実施時期について検

討し、作成した（令和７年度分担報告

書図２）。 

 

D.考察 

 令和 5 年度の本研究調査により、調

査した検査所では、対米・EU 要綱や検

査実施要領を基にした資料と OJT を中

心とする研修により、新任指名検査員
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等が一定の検査業務を習得していた。

一方で、講義時間の確保が困難である

こと、教材を各検査所が独自に作成し

ていることによる内容のばらつき、業

務の背景や科学的根拠を理解しにくい

点、さらに講師の経験年数に研修の質

が左右される可能性があることが課題

として明らかとなった。 

 また、いわゆる座学の講義が 1 日以

内であり、OJT による研修中は検査員

間のミーティング等を利用して新任研

修生のフォローアップがされていた

が、知識の定着が不十分となる可能性

があり、体系的な知識を繰り返し学習

できる仕組みが求められる。 

 教材内容としては、検査実施要領の

業務の目的や考え方を理解し、対米・

ＥＵ等要綱だけでなく、海外規制官庁

の法令・規則についても理解できるよ

うになることが重要である。 

以上より、検査所間で共通に利用できる

研修教材を整備し、e ラーニング等の動画

を活用した教材を基本としつつ、検査所の

要望に挙がった方法や内容についても検

討することが妥当であると考えられた。ま

た、海外規制官庁の法令・規則については、

翻訳や解説を加えたものが研修や業務の

参考資料となると考えられた。 

令和６及び７年度の本研究調査におい

て、研修教材は、オンデマンド教材及び演

習や OJT の事前学習・確認等で用いる動

画で構成した。 

参考資料は、FAO Toolbox、米国連邦規

則９CFR 及び FSIS Directives 等及び FSIS

の研修動画に仮訳を付け、必要に応じて解

説を付けた。研修教材の補足または業務の

参考資料として、指名検査員が利用しやす

く、令和５年度の本研究調査で明らかにな

った、検査所の要望を充足することができ

た。 

また、作成教材の検証として実施した基

礎研修の結果、オンデマンド教材の視聴及

び演習の各段階的で、理解度の改善が認め

られ、研修教材の効果を確認できた。 

オンデマンド教材については、参加者の

評価から、自分の理解度、確保時間の長さ

に合わせて学習調整ができる同教材の利

便性が評価されているものと考える。同教

材では理解しづらいとする評価について

は、教材としての不足もあるが、食品製造

工程の衛生管理システムである HACCP

は、講義による知識習得だけでは概念の理

解までが限界であるためと考える。実際に、

演習では講義内容について実践するため、

理解度は講義より演習の方が上回った。 

なお、今回の検証は、受講者 10 名であ

り、結果の一般化には一定の制約がある。

また、本演習は研究班員がファシリテータ

ーを務めたため、検査所職員が主体となっ

て実施した場合の効果については、今後の

検証が必要である。 

また、本研究では検証をしていない教材

について、今後の検証、それぞれの検証結

果による教材、研修方法の改善を検討して

いく必要がある。 

さらに、本研究は対象を新任指名検査員

としたため、今後、新任指名検査員研修の

受講修了者向けの研修についても検討し

ていく必要がある。 

令和７年度の本研究調査において、検査

実施要領のパフォーマンス評価実施要領

の評価項目に基づき、新任指名検査員向け
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研修プログラム案を作成した。本研究調査

では、概要の検討にとどまったことから、

各検査所で、新規着任者の研修を計画する

際の参考、または出発点として利用したう

えで、今後、実際の運用に必要な内容につ

いて、さらに検討が必要と考える。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、輸出食肉認定施設における

指名検査員の研修の現状について調査を

行った結果、研修体系を構成するための基

礎的な知識・技術及び教材の整理がなされ

ていないため、各検査所における指名検査

員への研修が適切に実施されていないこ

とを明らかにした。これを踏まえ、海外の

規制官庁等の研修資料を参考に、体系づけ

られた研修の前提となる基礎的な知識及

び技術を整理するとともに、新任指名検査

員が効率的に習得できる研修教材を作成

した。また、検査所の実務で活用しやすい

形式で教材および業務の参考資料を作成

した。さらに、これらの研修教材及び参考

資料を用いた新任指名検査員向け研修プ

ログラム案を提示した。 

作成した教材の一部を用いた基礎研修

を試行した結果、教材の有効性が示唆され

た。 

本研究で整備した教材及び参考資料等

は、今後の新任指名検査員向け研修の検

討・改善に資する基礎的資料として位置づ

けられる。なお、本研究は新任指名検査員

を対象とした基礎的内容に焦点を当てた

ものであり、研修体系全体の構築や運用方

法については、今後の検証及び検討が必要

である。 
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